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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第41期

第２四半期連結
累計期間

第42期
第２四半期連結
累計期間

第41期
第２四半期連結
会計期間

第42期
第２四半期連結
会計期間

第41期

会計期間

自平成21年
　10月１日
至平成22年
　３月31日

自平成22年
　10月１日
至平成23年
　３月31日

自平成22年
　１月１日
至平成22年
　３月31日

自平成23年
　１月１日
至平成23年
　３月31日

自平成21年
　10月１日
至平成22年
　９月30日

売上高 （百万円） 36,153 35,360 24,024 23,493 73,323

経常利益 （百万円） 3,283 2,225 3,584 2,977 5,030

四半期（当期）純利益 （百万円） 1,678 1,001 2,070 1,639 2,516

純資産額 （百万円） － － 33,718 34,809 33,868

総資産額 （百万円） － － 57,271 57,310 51,531

１株当たり純資産額 （円） － － 1,758.221,827.591,783.02

１株当たり四半期（当

期）純利益金額
（円） 102.21 61.01 126.09 99.81 153.22

潜在株式調整後１株当た

り四半期（当期）純利益

金額

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － 50.4 52.4 56.8

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △3,189 △3,858 － － 4,931

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △411 1,533 － － △4,079

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 1,747 1,033 － － △895

現金及び現金同等物の四

半期末（期末）残高
（百万円） － － 10,452 10,972 12,263

従業員数 （人） － － 3,066 3,148 3,159

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

　

EDINET提出書類

株式会社三菱総合研究所(E23492)

四半期報告書

 2/33



２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

 

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

 

 

 

 

４【従業員の状況】

（1）連結会社の状況

 平成23年３月31日現在

従業員数（人） 3,148　(474)

　（注）　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含む。）であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員を含む。）は、当第２四半期連結会計期間の平均人

員を（　）外数で記載しております。

（2）提出会社の状況

 平成23年３月31日現在

従業員数（人） 860　(367)

　（注）　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用者数

（人材会社からの派遣社員を含む。）は、当第２四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

（1）生産実績

　 当第２四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

前年同四半期比　
(％)　
　

シンクタンク・コンサルティング事業 （百万円） 9,883　 8.8

ITソリューション事業 （百万円） 12,023　 △12.7

合計 （百万円） 21,907　 △4.1

  （注）１．金額は販売価格によっております。なお、セグメント間の取引は、相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．セグメントについては、第１四半期連結会計期間より、新セグメント基準を適用しておりますが、セグメント

情報の区分を変更していないため、前年同四半期比を記載しております。

　

（2）受注状況

　 当第２四半期連結会計期間の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
受注高
（百万円）

前年同四半期比
(％)　

受注残高
（百万円）

前年同四半期比
(％)

シンクタンク・コンサルティング事業 4,951 △3.4 13,310 0.1

ITソリューション事業 11,829 2.6 33,553 △2.4

 ITコンサルティング・システム開発 7,405 △4.4 17,199 △5.9

 アウトソーシングサービス 4,423 16.9 16,353 1.6

合計 16,780 0.7 46,864 △1.7

　（注）１．セグメント間の取引は、相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．継続的に役務提供を行い実績に応じて料金を受領するサービスにつきましては、当第２四半期連結会計期間

末後１年間の売上見込みを受注残高に計上しております。

４．セグメントについては、第１四半期連結会計期間より、新セグメント基準を適用しておりますが、セグメント

情報の区分を変更していないため、前年同四半期比を記載しております。　
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（3）販売実績

　 当第２四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

　
  前年同四半期比

(％)
　

シンクタンク・コンサルティング事業 （百万円） 7,264 △1.5

ITソリューション事業 （百万円） 16,229 △2.5

 ITコンサルティング・システム開発 （百万円） 11,659 △4.7

 アウトソーシングサービス （百万円） 4,570 3.4

合計 （百万円） 23,493 △2.2

　（注）１．セグメント間の取引は、相殺消去しております。

２．当社グループでは、特にシンクタンク・コンサルティング事業において、主要な取引先である官公庁や企業

の会計年度の関係により第２四半期連結会計期間及び第３四半期連結会計期間に完了するプロジェクトが

多いため、第２四半期連結会計期間及び第３四半期連結会計期間の販売実績が他の四半期連結会計期間に比

べ高くなる傾向があります。

３．前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の

総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

(株)三菱東京UFJ銀行 3,663 15.3 4,048 17.2

日本カードプロセシング(株) 2,830 11.8 1,682 7.2

４．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

５．セグメントについては、第１四半期連結会計期間より、新セグメント基準を適用しておりますが、セグメント

情報の区分を変更していないため、前年同四半期比を記載しております。　

 

　

　

　

２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において新たに発生した事業等のリスクは、次のとおりであります。

・東日本大震災による影響について　

　平成23年３月11日に発生した東日本大震災は、地震・津波による被災地域の直接的被害だけでなく、停電やサプライ

チェーンの損壊などを通じて、日本経済に甚大な影響をもたらしております。当社グループとしては、危機対策・復興

再生プランの設計に知恵と力を結集し、震災に強い地域、企業、街づくりなど、わが国の社会・産業に明るさと活力、発

展性を取り戻す方策を提言・実現していきたいと考えております。

　しかしながら、現在想定している以上に震災の影響が長期化・深刻化し、民間企業の投資意欲の減退が続いた場合

や、官公庁の予算が復興事業関連に振り分けられ、調査・システム構築支援等の事業予算が減少した場合には、当社グ

ループの業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。　

　上記以外で、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

　なお、文中の将来に関する事項は、四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

　

　

　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

（1）経営成績の分析　

　当第２四半期連結会計期間（平成23年１月１日～平成23年３月31日）のわが国経済は、海外需要の持ち直しを背景

に、輸出・生産が回復の動きをみせており、市場環境は緩やかながら改善傾向にありました。しかしながら、多くの企

業は、期間を通じて景気先行きへの警戒感を緩めておらず、依然として先行投資には慎重な姿勢を崩しておりません。

また、民間のみならず、官公庁においても競争がさらに激化しており、当社グループにとっては総じて厳しい市場環境

が続きました。

平成23年3月11日に発生した東日本大震災は、日本経済に大きな影響をもたらしました。当社グループでも、直接的、

間接的に震災被害の影響を受けられたお客様もおられ、一部案件で検収遅れ等がありましたが、震災発生が３月であっ

たことから、業績への影響は限定的となりました。

このような中、当社グループは、品質と顧客満足度の向上を最優先事項として堅持し、民間市場向けには、シンクタ

ンクとして培った科学的手法を最大限に活かした新規サービスの展開を進め、官公庁市場向けには、環境・エネルギー

や食農などの重点政策分野での競争力を維持しつつ、受注確保に注力いたしました。

その結果、当社グループの当第２四半期連結会計期間における業績は、売上高は23,493百万円（前年同四半期比

2.2％減）、営業利益は2,968百万円（同16.9％減）、経常利益は2,977百万円（同16.9％減）、四半期純利益は1,639百

万円(同20.8％減)となりました。

　

　セグメントの業績は次のとおりであります。

　

（シンクタンク・コンサルティング事業）

　当第２四半期連結会計期間は、官公庁向けの環境・エネルギー・食農分野の調査案件のほか、自治体業務支援、大学

機構改革支援、国際協力関連業務、民間向けでは製造業や通信業界向けの市場予測・技術予測・技術人材育成や経営

統合支援、金融機関向けのコスト削減や情報セキュリティ対策などのコンサルティング案件が売上に貢献いたしまし

た。しかしながら、官公庁における価格競争の影響や、民間企業のコスト圧縮の影響を受け、売上高（外部売上高）は

7,264百万円（同1.5％減）、営業利益は1,193百万円(同20.1％減)となりました。 

　　

（ITソリューション事業）　

　当第２四半期連結会計期間は、官公庁向けのシステム最適化支援案件、金融機関向けのシステム開発案件や金融リス

ク関連ソリューション案件、製造業・設備産業・運輸業など一般産業向けの経営システム再構築案件等の売上は堅調

であったものの、カード会社の法改正対応に伴うシステム開発案件の収束による売上減少をカバーできず、売上高

（外部売上高）は16,229百万円（同2.5％減）、営業利益は1,765百万円(同14.7％減)となりました。

 

　

（2）財政状態の分析

　当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比べて5,779百万円増加し、57,310百万円（前連結会

計年度末比11.2％増）となりました。内訳としては、流動資産が37,522百万円（同19.3％増）、固定資産が19,787百万

円（同1.5％減）となりました。流動資産は、季節要因により、受取手形及び売掛金が6,691百万円、たな卸資産が2,746

百万円増加する一方、短期資金運用のための有価証券（コマーシャル・ペーパー、譲渡性預金）が償還により2,999百

万円減少しております。 

　

　負債は、前連結会計年度末と比べて4,839百万円増加し、22,501百万円（同27.4％増）となりました。これは主に、季

節要因による買掛金の増加3,158百万円、短期借入金の増加1,800百万円などによるものです。

　

　純資産は、前連結会計年度末と比べて940百万円増加し、34,809百万円（同2.8％増）となりました。
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（3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第１四半期連結会計期間末に比べ383百万円増加し、

10,972百万円となりました。当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は

次のとおりであります。

　

　営業活動によるキャッシュ・フローは、741百万円の支出（前年同四半期は601百万円の収入）となりました。主な増

減要因は、税金等調整前四半期純利益2,714百万円のほか、季節要因による売上債権の増加9,423百万円、仕入債務の増

加3,469百万円であります。

　

　投資活動によるキャッシュ・フローは、638百万円の支出（前年同四半期は173百万円の支出）となりました。

　

　財務活動によるキャッシュ・フローは、1,764百万円の収入（前年同四半期は1,606百万円の収入）となりました。主

な要因は、短期借入金の純増加額1,800百万円であります。

 

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

（5）研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間における研究開発費は105百万円であります。なお、当第２四半期連結会計期間におい

て、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
（1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

（2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画は

ありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年５月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 16,424,080 16,424,080
東京証券取引所

(市場第一部)
単元株式数100株

計 16,424,080 16,424,080 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成23年１月１日～

平成23年３月31日
－ 16,424,080－ 6,336 － 4,851
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（６）【大株主の状況】

　 平成23年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

三菱商事株式会社　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　

東京都千代田区丸の内二丁目３番１号　　　　

　　　
1,213,876　   7.39

三菱重工業株式会社　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　

東京都港区港南二丁目１６番５号　　　　　　　　

　
1,113,800 6.78

三菱電機株式会社　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　

東京都千代田区丸の内二丁目７番３号　　　　

　　　
1,020,900    6.21

三菱化学株式会社　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　
東京都港区芝四丁目１４番１号　　　　　　　　　　 877,900  5.34

三菱総合研究所グループ従業員

持株会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

東京都千代田区永田町二丁目１０番３号　　

　　　　　
812,680 4.94

三菱マテリアル株式会社　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　

東京都千代田区大手町一丁目３番２号　　　　

　　　　　　
752,300 4.58

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

（常任代理人　日本マスタートラ

スト信託銀行株式会社）　

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　

（東京都港区浜松町二丁目１１番３号）　
681,974 4.15

三菱地所株式会社 東京都千代田区大手町一丁目６番１号 681,900   4.15

キリンホールディングス株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　
東京都中央区新川二丁目１０番１号 681,900   4.15

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 654,074   3.98

計 － 8,491,304     51.70

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  16,422,400 164,224 －

単元未満株式 普通株式  　　 1,680 － －

発行済株式総数 16,424,080 － －

総株主の議決権 － 164,224 －

 

②【自己株式等】

 平成23年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

－ － － － － －

計 － － － － －
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
10月

11月 12月
平成23年
１月

２月 ３月

最高（円） 2,005 1,870 1,930 1,928 1,900 1,823

最低（円） 1,588 1,593 1,770 1,857 1,776 1,292

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

　

　

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年10月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年10月１日から

平成23年３月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平

成22年３月31日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年10月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成22年10月１日から平成23年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,972 10,263

受取手形及び売掛金 15,979 9,287

有価証券 999 3,999

たな卸資産 ※2
 7,733

※2
 4,986

繰延税金資産 1,669 1,669

その他 1,201 1,243

貸倒引当金 △33 △8

流動資産合計 37,522 31,441

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 5,387 5,560

機械装置及び運搬具（純額） 25 41

工具、器具及び備品（純額） 1,250 1,127

土地 1,035 1,035

リース資産（純額） 411 251

建設仮勘定 － 140

有形固定資産合計 ※1
 8,111

※1
 8,158

無形固定資産

ソフトウエア 1,700 1,685

その他 287 285

無形固定資産合計 1,987 1,971

投資その他の資産

その他 9,693 9,965

貸倒引当金 △4 △4

投資その他の資産合計 9,688 9,960

固定資産合計 19,787 20,089

資産合計 57,310 51,531
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 6,058 2,900

短期借入金 1,800 －

未払金 908 1,049

未払費用 2,005 2,121

未払法人税等 733 1,160

賞与引当金 1,553 1,626

受注損失引当金 274 43

その他 1,963 1,801

流動負債合計 15,297 10,702

固定負債

退職給付引当金 6,608 6,379

その他 595 580

固定負債合計 7,204 6,959

負債合計 22,501 17,662

純資産の部

株主資本

資本金 6,336 6,336

資本剰余金 4,851 4,851

利益剰余金 18,623 18,072

自己株式 △0 △0

株主資本合計 29,810 29,260

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 205 24

評価・換算差額等合計 205 24

少数株主持分 4,792 4,584

純資産合計 34,809 33,868

負債純資産合計 57,310 51,531
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成22年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成23年３月31日)

売上高 36,153 35,360

売上原価 27,799 27,653

売上総利益 8,353 7,707

販売費及び一般管理費 ※
 5,133

※
 5,716

営業利益 3,220 1,990

営業外収益

受取利息 2 2

受取配当金 17 14

持分法による投資利益 0 212

受取賃貸料 15 0

助成金収入 36 3

その他 28 13

営業外収益合計 101 246

営業外費用

支払利息 6 3

投資事業組合運用損 23 3

賃貸費用 4 3

その他 3 1

営業外費用合計 38 12

経常利益 3,283 2,225

特別利益

持分変動利益 － 25

その他 － 4

特別利益合計 － 30

特別損失

固定資産臨時償却費 － 213

固定資産除却損 23 38

投資有価証券評価損 2 117

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 100

その他 3 24

特別損失合計 29 494

税金等調整前四半期純利益 3,253 1,761

法人税等 1,500 627

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,133

少数株主利益 74 131

四半期純利益 1,678 1,001
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年３月31日)

売上高 24,024 23,493

売上原価 17,862 17,670

売上総利益 6,162 5,823

販売費及び一般管理費 ※1
 2,590

※1
 2,855

営業利益 3,572 2,968

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 3 3

持分法による投資利益 3 0

受取賃貸料 7 0

保険配当金 － 5

助成金収入 14 2

その他 16 4

営業外収益合計 45 18

営業外費用

支払利息 4 2

投資事業組合運用損 23 3

賃貸費用 2 1

その他 2 0

営業外費用合計 33 8

経常利益 3,584 2,977

特別利益

投資有価証券売却益 － 4

特別利益合計 － 4

特別損失

固定資産臨時償却費 － 213

固定資産除却損 21 26

その他 2 27

特別損失合計 24 268

税金等調整前四半期純利益 3,559 2,714

法人税等 1,455 972

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,741

少数株主利益 33 102

四半期純利益 2,070 1,639
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成22年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 3,253 1,761

減価償却費 937 967

固定資産臨時償却費 － 213

のれん償却額 － 52

賞与引当金の増減額（△は減少） 109 △72

退職給付引当金の増減額（△は減少） 252 228

貸倒引当金の増減額（△は減少） 20 24

受注損失引当金の増減額（△は減少） △196 231

受取利息及び受取配当金 △19 △17

支払利息 6 3

持分法による投資損益（△は益） △0 △212

固定資産除却損 23 38

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 100

投資有価証券売却損益（△は益） － △4

投資有価証券評価損益（△は益） 2 117

売上債権の増減額（△は増加） △7,217 △6,656

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,001 △2,746

仕入債務の増減額（△は減少） 2,936 3,142

その他 581 63

小計 △2,312 △2,764

利息及び配当金の受取額 19 23

利息の支払額 △6 △2

法人税等の支払額 △890 △1,115

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,189 △3,858

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の償還による収入 － 2,000

有形固定資産の取得による支出 △148 △592

無形固定資産の取得による支出 △253 △359

投資有価証券の取得による支出 △7 △270

投資有価証券の売却による収入 － 11

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

－ △50

貸付けによる支出 △1 △2

貸付金の回収による収入 4 4

敷金及び保証金の差入による支出 △19 △784

敷金及び保証金の回収による収入 9 1,597

その他 5 △19

投資活動によるキャッシュ・フロー △411 1,533
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成22年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成23年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,330 1,800

リース債務の返済による支出 △46 △267

配当金の支払額 △492 △451

少数株主への配当金の支払額 △43 △34

その他 － △12

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,747 1,033

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,854 △1,291

現金及び現金同等物の期首残高 12,306 12,263

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 10,452

※
 10,972
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項の変更

　

　(1)連結の範囲の変更

　平成22年10月１日付で、当社の連結子会社である三菱総研DCS(株)が(株)オ

プト・ジャパンの株式を新たに取得し、併せて同社による第三者割当増資を

引受けたため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。

　また、平成22年10月１日付で、当社の連結子会社であるMRVソリューションズ

(株)が当社の連結子会社であるMRIバリューコンサルティング(株)を吸収合

併するとともに、存続会社として商号をMRIバリューコンサルティング・アン

ド・ソリューションズ(株)に変更しております。

　(2)変更後の連結子会社の数

　　 10社

２．持分法の適用に関する事項の変更　

　

　(1)持分法適用会社の変更

　平成22年11月11日に、当社の連結子会社である三菱総研DCS(株)が

(株)Minoriソリューションズの株式を追加取得したため、第１四半期連結会

計期間より持分法適用会社の範囲に含めております。

　(2)変更後の持分法適用会社の数

　　 ２社

３．会計処理基準に関する事項の変更　 　(1)資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会

計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用して

おります。

　これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益は、それぞ

れ2百万円減少し、税金等調整前四半期純利益は、103百万円減少しておりま

す。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は108百万円

であります。

　(2)「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関

する当面の取扱い」の適用

　第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準

第16号　平成20年３月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に

関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号　平成20年３月10日）を適用し

ております。これによる損益への影響はありません。
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【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

（四半期連結損益計算書）

  「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２四

半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

（四半期連結損益計算書）

 １． 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

　　様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用によ　

　　り、当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

 ２．　前第２四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「保険配当金」

　　 は、営業外収益総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。な 

 　　お、前第２四半期連結会計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「保険配当金」は5百万円であります。　

　

　

　

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　一部の連結子会社において、当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率が前

連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められるため、前連

結会計年度末の貸倒実績率を使用して貸倒見積高を算定しております。

２．たな卸資産の評価方法 　一部の連結子会社において、当第２四半期連結会計期間末のたな卸高の算出

に関しては、実地たな卸を省略し、前連結会計年度末の実地たな卸高を基礎と

して合理的な方法により算定する方法によっております。

３．固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を使用している固定資産につきましては、当連結会計年度に係る減価

償却費の額を期間按分して算定する方法によっております。

４．繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営

環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるため、

前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニング

を利用する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

税金費用の計算 　税金費用の計算については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度

の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成23年３月31日）

前連結会計年度末
（平成22年９月30日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、10,702百万円で

あります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、10,989百万円で

あります。

  

※２．たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。 ※２．たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

商品及び製品 103百万円

仕掛品 7,598百万円

原材料及び貯蔵品 30百万円

商品及び製品 31百万円

仕掛品 4,921百万円

原材料及び貯蔵品 34百万円

  

　３．偶発債務

債務保証

　次の保証先について、金融機関からの借入に対し、

債務保証を行っております。

　３．偶発債務

債務保証

　次の保証先について、金融機関からの借入に対し、

債務保証を行っております。

保証先
金額

（百万円）
内容

従業員 15 住宅資金等借入債務

保証先
金額

（百万円）
内容

従業員 15 住宅資金等借入債務
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（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

役員報酬 406百万円

賞与 190百万円

賞与引当金繰入額 307百万円

給与手当 1,703百万円

退職給付費用 95百万円

業務委託費 302百万円

賃借料 480百万円

貸倒引当金繰入額 21百万円

役員報酬 441百万円

賞与 206百万円

賞与引当金繰入額 324百万円

給与手当 1,814百万円

退職給付費用 101百万円

業務委託費 396百万円

賃借料 662百万円

貸倒引当金繰入額 24百万円

前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

役員報酬 204百万円

賞与 88百万円

賞与引当金繰入額 164百万円

給与手当 849百万円

退職給付費用 47百万円

業務委託費 143百万円

賃借料 241百万円

貸倒引当金繰入額 27百万円

役員報酬 222百万円

賞与 97百万円

賞与引当金繰入額 171百万円

給与手当 912百万円

退職給付費用 51百万円

業務委託費 184百万円

賃借料 322百万円

貸倒引当金繰入額 27百万円

　２．当社グループでは、特にシンクタンク・コンサル　　

ティング事業において、主要な取引先である官公庁や

企業の会計年度の関係により第２四半期連結会計期間

及び第３四半期連結会計期間に完了するプロジェクト

が多いため、第２四半期連結会計期間及び第３四半期

連結会計期間の売上高や利益が他の四半期連結会計期

間に比べ高くなる傾向があります。

　２．

同左　
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

  
※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年３月31日現在） （平成23年３月31日現在）

現金及び預金勘定 10,552百万円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △100百万円

現金及び現金同等物 10,452百万円

現金及び預金勘定 9,972百万円

取得日から3ヶ月以内に償還期限の

到来する有価証券

999百万円

現金及び現金同等物 10,972百万円

  

　

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年10月１日　至　平

成23年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第２四半期

連結会計期間末(千株)

普通株式 16,424

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　０千株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

（1）配当金支払額

 
 
(決議)

株式の
種類

配当金の
総額
(百万円)

1株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年12月17日

定時株主総会
普通株式 451 27.5平成22年９月30日平成22年12月20日利益剰余金

　　　　　　

　　　　　（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

             間末後となるもの

 
 
(決議)

株式の
種類

配当金の
総額
(百万円)

1株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年４月28日

取締役会
普通株式 246 15.0平成23年３月31日平成23年６月７日利益剰余金

　

EDINET提出書類

株式会社三菱総合研究所(E23492)

四半期報告書

23/33



（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

 

シンクタンク・
コンサルティン
グ事業
（百万円）

ITソリューショ
ン事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 7,377 16,647 24,024 － 24,024

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
198 99 297 (297) －

計 7,575 16,746 24,322 (297) 24,024

営業利益 1,493 2,070 3,564 7 3,572

　

　前第２四半期連結累計期間（自　平成21年10月１日　至　平成22年３月31日）

 

シンクタンク・
コンサルティン
グ事業
（百万円）

ITソリューショ
ン事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 8,394 27,758 36,153 － 36,153

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
385 182 568 (568) －

計 8,780 27,941 36,722 (568) 36,153

営業利益 870 2,336 3,207 13 3,220

　（注）１．事業区分の方法

事業は、サービスの種類、性質、業務形態の類似性等を考慮して区分しております。

２．各事業に属する主なサービス

(1)シンクタンク・コンサルティング事業　政策・一般事業に関する調査研究及びコンサルティング、経営コン

サルティング等

(2)ITソリューション事業　　　　　　　　ITコンサルティング及びソリューションサービス、情報処理サービス、ソフ

トウェア開発・保守・運用、システム機器の販売等

３．季節変動

　当社グループでは、特にシンクタンク・コンサルティング事業において、主要な取引先である官公庁や企業

の会計年度の関係により第２四半期連結会計期間及び第３四半期連結会計期間に完了するプロジェクトが

多いため、第２四半期連結会計期間及び第３四半期連結会計期間の売上高や利益が他の四半期連結会計期間

に比べ高くなる傾向があります。 

４．会計処理方法の変更

　　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計

    期間より、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関

    する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を適用しております。この 

    変更に伴い、従来の方法によった場合と比べて、当第２四半期連結累計期間の「シンクタンク・コンサルテ

    ィング事業」で売上高が96百万円、営業利益は77百万円増加しており、「ITソリューション事業」で売上高

    が540百万円、営業利益が83百万円増加しております。
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【所在地別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）及び前第２四半期連結累計期間

（自　平成21年10月１日　至　平成22年３月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

　前第２四半期連結会計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）及び前第２四半期連結累計期間

（自　平成21年10月１日　至　平成22年３月31日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当第２四半期連結累計期間（自平成22年10月１日　至平成23年３月31日）及び当第２四半期連結会計期間（自

平成23年１月１日　至平成23年３月31日）

　当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社グループは、サービスの種類、性質、業務形態の類似性等を考慮して事業を区分しており、取り扱う製品及び

サービスについて包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

　従って、当社グループでは、「シンクタンク・コンサルティング事業」、「ITソリューション事業」の２つを報

告セグメントとしております。

　

（シンクタンク・コンサルティング事業）

　政策・一般事業に関する調査研究及びコンサルティング、経営コンサルティング等のサービスを提供しており

ます。

　

（ITソリューション事業）

　ITコンサルティング及びソリューションサービス、情報処理サービス、ソフトウェア開発・保守・運用、システ

ム機器の販売等を行っております。　

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  当第２四半期連結累計期間（自　平成22年10月１日　至　平成23年３月31日）

(単位：百万円）

 

報告セグメント

合計
調整額

（注）１　

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

シンクタンク・コ
ンサルティング
事業

ITソリューション
事業

売上高    　  

外部顧客への売上高 8,226 27,13435,360 － 35,360
セグメント間の内部売上高
又は振替高

401  216  618 (618)  －

計  8,627  27,350 35,978 (618) 35,360

セグメント利益  284  1,689  1,973 16 1,990

（注）  １．セグメント利益の調整額16百万円には、セグメント間取引消去6百万円、たな卸資産の調整額2　

　　　　　百万円及び固定資産の調整額8百万円が含まれております。

        ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

  当第２四半期連結会計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日）

(単位：百万円）　

 

報告セグメント

合計
調整額

（注）１　

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

シンクタンク・コ
ンサルティング
事業

ITソリューション
事業

売上高    　  

外部顧客への売上高 7,264 16,22923,493 － 23,493
セグメント間の内部売上高
又は振替高

181  109  290 (290)  －

計  7,445  16,338 23,784 (290) 23,493

セグメント利益  1,193  1,765  2,958 9 2,968

（注）  １．セグメント利益の調整額9百万円には、セグメント間取引消去3百万円、たな卸資産の調整額2百　　

　　　　　万円及び固定資産の調整額4百万円が含まれております。

        ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　当第２四半期連結会計期間において、重要な事項はありません。

　

（追加情報）　

　　　　　　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平

　　　　　成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

　　　　　号　平成20年３月21日）を適用しております。　　
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（金融商品関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）

　金融商品は、企業集団の事業の運営において重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

　

（有価証券関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）

有価証券は、企業集団の事業の運営において重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

　

（デリバティブ取引関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）

　デリバティブ取引は、企業集団の事業の運営において重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日）

該当事項はありません。

　

　

（企業結合等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日）

該当事項はありません。

　

　

（資産除去債務関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）

　資産除去債務は、企業集団の事業の運営において重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成23年３月31日）

前連結会計年度末
（平成22年９月30日）

１株当たり純資産額 1,827.59円 １株当たり純資産額 1,783.02円

２．１株当たり四半期純利益金額

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 102.21円 １株当たり四半期純利益金額 61.01円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

四半期純利益　　　　　　　　　　 （百万円） 1,678 1,001

普通株主に帰属しない金額      　 （百万円） - -

普通株式に係る四半期純利益　　　 （百万円） 1,678 1,001

期中平均株式数（千株） 16,424 16,424

　

前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 126.09円 １株当たり四半期純利益金額 99.81円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

四半期純利益　　　　　　　　　　 （百万円） 2,070 1,639

普通株主に帰属しない金額      　 （百万円） - -

普通株式に係る四半期純利益　　　 （百万円） 2,070 1,639

期中平均株式数（千株） 16,424 16,424

　

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。　

　

（リース取引関係）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、平成20年９月30日までの連結会計年度に属する取引について、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っており、かつ、当第２四半期連結会計期間末における当該取引

残高について、企業再編等により前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略してお

ります。
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２【その他】

（四半期レビュー報告書日後に発生した重要な後発事象）

　当社の連結子会社である三菱総研DCS株式会社は、株式会社アイ・ティー・ワンの株式の過半を取得し、同社を

　子会社（当社の孫会社）とするため、平成23年５月10日付けで同社及びその経営陣との間で株式譲渡契約を締結　

　しております。

　１．株式取得の目的

　株式会社アイ・ティー・ワンは、システム開発業務の中でも、主に企業システムを構築する上で骨格となるシス

　テム基盤構築を中心に事業を展開しております。

　一方、当社グループは、高度な知見や分析力を活用するシンクタンクやコンサルティング業務に加えて、お客様

　の課題の解決を総合的にサポートするソリューション事業を展開・強化しております。

　本件株式取得は、仮想化やクラウドコンピューティングの普及などによりシステム基盤構築技術の重要性が高ま

　るなか、株式会社アイ・ティー・ワンと三菱総研DCS株式会社のコラボレーションにより、お客様への最適ソリュ　

　ーションを提供する体制をさらに強化・充実することを可能とするものです。

　今後ITソリューション事業をさらに拡大させるため、リソース（技術者、ソフトウェア等）を補強する観点か　

　ら、有力企業との戦略的なパートナーシップ・資本提携にも積極的に取り組んでまいります。　　

　２．株式取得の相手先

　　　株式会社アイ・ティー・ワンの役員、社員、従業員持株会等　

　３．取得する会社の名称、事業内容、規模　

商号 株式会社アイ・ティー・ワン

代表者 代表取締役社長　杉山　一郎

所在地　 東京都新宿区新宿２丁目８番８号　とみん新宿ビル２階

設立年月日 平成10年12月

事業内容 システム開発サービス、ソリューションサービス

規模 資本金　 309百万円　(平成23年４月１日時点)

　 売上高 4,583百万円、営業利益223百万円(平成22年９月期)

　４．株式取得の時期

　　　平成23年６月24日(予定)

　５．取得する株式の数及び取得後の持分比率

　　　取得株式数　　　　　30,377株

　　　取得後の持分比率　　　51.0％

　

（剰余金の配当）

  平成23年４月28日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　１．中間配当による配当金の総額　　　　　　　246百万円　

　２．１株当たり金額　　　　　　　　　　　　　15円

　３．支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　平成23年６月７日

（注）平成23年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

　 平成２２年５月１日 

　

株式会社三菱総合研究所

取締役会　御中

 

　  有限責任監査法人　トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 井口　芳夫　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 城戸　和弘　　印

 

　

  当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社三菱総

合研究所の平成２１年１０月１日から平成２２年９月３０日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２２年

１月１日から平成２２年３月３１日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２１年１０月１日から平成２２年３月３１

日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ

・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社三菱総合研究所及び連結子会社の平成２２年３月３１日現在の

財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結

累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

　 平成２３年５月６日 

　

株式会社三菱総合研究所

取締役会　御中

 

　  有限責任監査法人　トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 城戸　和弘　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 茂木　浩之　　印

 

　

  当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社三菱総

合研究所の平成２２年１０月１日から平成２３年９月３０日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２３年

１月１日から平成２３年３月３１日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２２年１０月１日から平成２３年３月３１

日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ

・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社三菱総合研究所及び連結子会社の平成２３年３月３１日現在の

財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結

累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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